2005年8月9日
「いわての森林づくり県民税（仮称）」に対するパブリックコメント

～よりよき森林資源の活用と、豊かな県民生活の実現に向けて～

岩手・木質バイオマス研究会

会長　金沢滋

1． はじめに

　「ふるさとの森林は、県民みんなでつくるもの」。「いわて森林づくり検討委員会」最終報告書の方向性を踏まえたプランは、初めて森林を共有財産であるという認識に立ったものといえます。かつての水源条例などとは異なり、県民税均等割り課税方式として県民全体の取り組みとしたことが大きなポイントであることも評価いたします。われわれ岩手・木質バイオマス研究会（事務局：盛岡市、会員200人）は、森林資源をエネルギーとして有効に活用しようと政策提言を取りまとめ中です。その過程において、よりよい公的負担とするために森林環境税の使途を中心に検討いたしました。

下記にパブリックコメントとして提言いたします。

2． これからの森林づくりの方向性　と　新たな施策　について
１）すばらしい要件　「現行制度ではできない新規施策」「透明度が高く県民が評価可能であること」「いわてらしさ　のある施策であること」といずれも素晴らしい基準です。

２）森づくり（手入れ）重視でよいのでしょうか　　近年、森林が持つ意味を、従来の木材生産中心から公益的機能の発揮へとシフトする考え方が趨勢となっております。しかしながら、間伐など手入れを増進させても利用するシステムがなければ、放置された材が林地にあふれ、国土崩壊などの別被害を起こす可能性も高まります。環境を重視した森林づくりでも、必ず利用する側面を付け加えなければ再生可能な森林づくりは進まないのではないでしょうか。
３）個別の森林での取り組みではこれまでと同じ　新税によって、国有林を除く公有林も民間有林も県民の財産とみるのならば、一定の施業指針や公開性、地域貢献への担保など基準に沿った姿が必要ではないでしょうか。

3． 施策の内容（素案）について　

　素案を読めば担当者の苦労がわかります。国の補助制度に縛られ、また特定の業界に利することなく既存事業の間を縫うように施策を考えた結果だろうと推察いたします。しかしながら例えば、「強度間伐による針広混交林への転換」では、他県に採用されている方法を採ることにより、実際は放置することに等しい森林へ大切な原資を投下することになりかねません。県民にわかりやすい姿とはいいにくい部分もあったかと思います。
委員の方々のご意見と、担当者のご苦労を理解しつつ、大切な原資を無駄にしないよう下記のように提案いたします。
１）区分
「環境重視の森林づくり」「森林との共生」の二分類に対し、「二酸化炭素削減と循環の森づくり」「県民のための森づくり」という観点を加えるのはいかがでしょうか。
２）二酸化炭素削減と循環の森づくり
・木質バイオマスフロンティア（１）　　他県にはない「いわてらしさ」です。例えば、ペレットの円滑な供給の目的は県産材の有効活用と同時に化石燃料の減少にあります。ペレットに限らず、チップ利用でも、薪利用でも二酸化炭素排出削減を支援できるシステムがないといけません。そこで、木質バイオマス分野では利用者が実感できるグリーン証書制度に取り組んではいかがでしょうか。

①グリーン熱証書、グリーン電力証書の検討
②グリーン証書認定機関の育成

③グリーン証書の買い取り原資（モデル事業）

をセットにした取り組みが考えられます。

・木質バイオマスフロンティア（２）　法人からも均等割りで徴収することを考えれば、都市に集中する企業のプランに対しても対応すべきです。例えば、企業が木質バイオマスを利用する際に税の減免措置をすることや、ストックヤードへの助成、灰処理への助成など二酸化炭素排出削減のための企業活動も支援してはいかがでしょうか。
・木質バイオマスフロンティア（３）　森林ボランティアの方々のなかには、「せっかく作業したのに、その跡に捨てるのはしのびない」と炭づくりなどをされているグループもおります。しかし、実際は搬出したりトラックに載せたりすることが難しく、そのまま放置しています。ボランティアの方々が集材して集めた小径木を収集し、ペレット工場などに運ぶ運搬費に補助し、できあがったペレットを受け取る制度（地域通貨）を創設してはいかがでしょうか。
３）県民のための森づくり

・森林認証制度導入へのインセンティブ＝意欲ある森林所有者、県有林を中心にしたグループ認証への取り組みを支援します。森林認証は成長量以下の伐採を前提としており、施業計画の公開性、地域経済貢献など多様な意味を持ちます。木質バイオマス利用を進める際にも、「持続可能な森林」は不可欠となるためぜひ必要な支援。認証面積が広がれば県民に公開できる情報は多くなり、いわて　らしさは拡大するでしょう。
4． おわりに
　岩手県地球温暖化対策地域推進計画では、各分野での削減対策を強化することとともに、間伐等の適正な森林管理の促進に取り組むよう、盛り込まれております。しかしながら、提示された森林環境税の施策では施策による達成目標値もなく、必要だけれど新税でする意義を感じられないものが多いように感じます。森林は、手入れだけでなく利用することによって二重の二酸化炭素削減効果が生まれます。また、納税者には企業も加わっていること、そして何より森林に関わるプロフェッショナルもきちんと加われるような制度を期待したく、簡単ですが提案させていただきました。
　新税実施におかれましては、再度慎重な議論をしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

以上
